は　じ　め　に

　自治労が取り組む男女平等産別統一闘争は、雇用・政策・組合活動などあらゆる分野で男女平等参画をめざす運動です。自治労本部は男女平等産別統一闘争を毎年６月に山場を設定して取り組んでいますが、道本部はすべての取り組みに男女平等の視点を盛り込むため通年闘争としているところです。

通年闘争と位置づけた男女平等産別統一闘争は今年で10年目を迎えます。2012春闘時に要求書を提出した単組は133単組とほぼ前年並みの提出状況とはなっているものの、全体の約６割にとどまっている状況にあります。また、交渉を行った単組も限られており、地本・単組での取り組みの受け止めが十分とは言えず、まだまだ具体的実践に至っていませんし、男女平等産別統一闘争が重点課題とはなり得ていません。

　また、「男女がともに担う自治労北海道第４次計画」の議論に基づき、男女平等産別統一闘争の一層の定着・推進のため、自治労本部の山場である６月に教宣紙の発行や学習会の開催、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェックなど「１単組・１企画」の取り組みを提起しましたが、全体的な運動の広がりとはなっていません。自治労組合員比率においても約４割が女性という中、男女平等参画は自治労組織の活性化の要であり持続可能な経済・社会の基盤であることから、女性のみの課題ではなく、男性や組織の課題であることを認識する必要があります。

　改正男女雇用機会均等法（2007年４月）や改正パートタイム労働法（2008年４月）の施行など、男女平等参画社会を実現する上での法制度上の環境整備がはかられています。

公務職場においても2009年の育児・介護休業法の改正を受けて、2011年度から特に男性の育児・介護への参画に関わる様々な制度の改善・拡充が順次進められてきている状況です。男性の育児休業取得を進めることは、ひいては女性の採用・登用に大きく寄与するものであり、政府が2010年に閣議決定した「新成長戦略」および「第３次男女共同参画基本計画」では、「男性の育児休業取得率」について「2020年には13％をめざす」（2009年度の国家公務員の育児休業取得実態調査では男性の育児休業取得率は1.6％）とされているところでもあります。

　こういった制度を十分活用するためにも、組織全体で男女平等産別統一闘争を重要な課題として捉え、日頃の取り組みや職場実態を検証するとともに、その結果を踏まえて当局（雇用主）と交渉・協議を行うなど、男女平等参画社会の実現に向けた運動サイクルを確立することが必要であり、今後も粘り強く取り組みを進めていかなければなりません。

　今年度も引き続き、春闘期を男女平等産別統一闘争のスタートと位置付けると同時に、全国統一行動に向けた地本・単組の議論の期間として位置づけ、男女がともに担う自治労北海道推進委員会などでの議論を進めていく中から、全国統一行動日における取り組みを構築するとともに、全単組による総行動を追求していくこととします。
【闘争の意義と指標】
　1999年に施行された男女共同参画社会基本法は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。また基本法では、①男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重、②社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること、③国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案および決定への男女共同参画、④家庭生活における活動とその他の活動の両立、⑤国際的協調を基本理念とし、その具体的施策を示すとともに、国、自治体、国民に対して男女共同参画社会の形成に向けた責務が記載されています。

　しかし、北海道内の自治体職場においては、財政危機や市町村合併などを理由に、共働きに対する攻撃や退職強要などの実態も明らかになっています。また、自治体が問われている「住民参加」、「住民との協働」を推進するためには、男女平等の意識を浸透させていくことが不可欠となります。自治労にとって、職場環境の改善という労働運動の課題と、地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進をはかるためにも、「男女平等産別統一闘争」の取り組みは重要な位置を占めています。
○闘争指標
①　雇用主要求による男女平等の実現

　これまでの格差是正要求の獲得状況を踏まえ、職場・地域の男女平等の実現を要求します。

②　自治体への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備

　男女平等の視点をもって自治体改革運動を推進し、地域社会における男女平等をめざします。
－168－

